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令和

その他の財産 一般用
 暗号資産
（△△コイン）

10△△コイン

、暗号資産などをいいます。

789,217,299 

「価額」欄の上段には取得価額を記載してください。

 財産の価額については、その年の12月31日における財産の「時価」又
は時価に準ずる価額として「見積価額」を記入してください。

 事業用の財産債務で「未収入金」「その他の財産」「未払金」「その他の債務」
に区分される財産又は債務について、その価額又は金額が100万円未満の
ものについては、所在別に区分することなく、その件数及び総額を記入し
て差し支えありません。
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⑸　暗号資産については、時価による算定が困難な場合、次の価額。

　イ　その年の12月31日における売買実例価額（その年の12月31日における

　　売買実例価額がない場合には、その年の12月31日前の同日に最も近い日に

　　おけるその年中の売買実例価額）のうち、適正と認められる売買実例価額。

　ロ　イによる価額がない場合には、その年の翌年１月１日から財産債務調

　　書の提出期限までにその暗号資産を譲渡した場合における譲渡価額。

　ハ　イ及びロがない場合には、取得価額。

 

⑹ ⑸

⑴　その年の12月31日が属する年中に課された固定資産税の計算の基となる

　固定資産税評価額（地方税法第381条（固定資産課税台帳の登録事項）の

　規定により登録された基準年度の価格又は比準価格をいいます。なお、そ

　の財産に対して、外国又は外国の地方公共団体の定める法令により固定資

　産税に相当する租税が課される場合には、その年の12月31日が属する年中

　に課された当該租税の計算の基となる課税標準額とします。）。

⑴　その年の12月31日における売買実例価額（同日における売買実例価額が

　ない場合には、同日前の同日に最も近い日におけるその年中の売買実例価

　額）のうち、適正と認められる売買実例価額。

⑴　組合事業に係るその年の12月31日又は同日前の同日に最も近い日におい

　て終了した計算期間の計算書等に基づき、その組合の純資産価額（帳簿価

　額によって計算した金額）又は利益の額に自己の出資割合を乗じて計算す

　るなど合理的に算出した価額。

⑴　その年の12月31日における売買実例価額（同日における売買実例価額が

　ない場合には、同日前の同日に最も近い日におけるその年中の売買実例価

　額）のうち、適正と認められる売買実例価額。

　なお、その財産が家庭用動産で、その取得価額が100万円未満のものである

場合には、その動産の12月31日における見積価額が10万円未満のものである

として取り扱い、財産債務調書に記載しないこととして差し支えありません。

　上記 1から12に当てはまらない財産、例えば、保険の契約に関する権利、民

法に規定する組合契約その他これに類する契約に基づく出資、信託受益権

については、次により計算した価額。

　保険の契約に関する権利については、その年の12月31日にその生命保険

契約を解約することとした場合に支払われることとなる解約返戻金の額。

ただし、その年中の12月31日前の日において解約することとした場合に支

払われることとなる解約返戻金の額をその保険の契約をした保険会社等か

ら入手している場合には、当該額によることとして差し支えありません。

　金融商品取引所等において公表された当該信用取引等に係る有価証券のそ

の年の12月31日の最終の売買の価格（公表された同日における当該価格がな

い場合には、公表された同日における最終の気配相場の価格とし、公表され

た同日における当該価格及び当該気配相場の価格のいずれもない場合には、

最終の売買の価格又は最終の気配相場の価格が公表された日でその年の12月

31日前の同日に最も近い日におけるその最終の売買の価格又は最終の気配相

場の価格とします。）に基づき、同日において当該信用取引等を決済したも

のとみなして算出した利益の額又は損失の額に相当する金額。

イ　銀行、証券会社等から入手した価額（当該デリバティブ取引の見積将

　来キャッシュ・フローを現在価値に割り引く方法、オプション価格モデル

　を用いて算定する方法その他合理的な方法に基づいて算定されたこれら

　の者の提示価額に限ります（以下イにおいて同じです。）。）に基づき算出

　したみなし決済損益額（その年の12月31日における価額がこれらの者から

　入手できない場合には、これらの者から入手したその年の12月31日前の

　同日に最も近い日における価額に基づき算出したみなし決済損益額。）。

　取引所において公表されたその年の12月31日の最終の売買の価格（公表

された同日における当該価格がない場合には、公表された同日における最

終の気配相場の価格とし、公表された同日における当該価格及び当該気配

相場の価格のいずれもない場合には、最終の売買の価格又は最終の気配相

場の価格が公表された日でその年の12月31日前の同日に最も近い日におけ

るその最終の売買の価格又は最終の気配相場の価格とします。）に基づき、

同日において当該デリバティブ取引を決済したものとみなして算出した利

益の額又は損失の額に相当する金額（以下⑵において「みなし決済損益額」

といいます。）

12月31日又は同日前の同日に最も近い日において終了した事業年度におけ

る決算書等に基づき、その法人の純資産価額（帳簿価額によって計算した

金額）に自己の持株割合を乗じて計算するなど合理的に算出した価額。

　なお、「時価」とは、「その年の12月31日における財産の現況に応じ、不特定

多数の当事者間で自由な取引が行われる場合に通常成立すると認められる価額

をいい、その価額は、専門家による鑑定評価額、金融商品取引所等の公表する

同日の最終価格（同日に最終価格がない場合は、同日前の最終価格のうち同日

に最も近い日の価額）」などをいいます。

　また、「見積価額」とは、「その年の12月31日における財産の現況に応じ、

その財産の取得価額や売買実例価額などを基に、合理的な方法により算定され

た価額」をいいます。

の12月31日における経過年数に応ずる償却費の額（※）を控除した金額。

らその年の12月31日までの期間（その期間に１年未満の端数があるとき

は、その端数は１年とします。）の償却費の額の合計額。

その年の12月31日における貸付金の元本の額。

その年の12月31日における未収入金の元本の額。

「その年の12月31日が属する年中に給

　その年の12月31日における当該財産の価額の100分の５に相当する価額。

　当該財産のその年の12月31日における価額をみなし決済損益額より算出した
価額により記載する場合にはゼロ。

　債務の金額は、その年の12月31日における債務の現況に応じ、確実と認められ
る範囲の金額をいいます。
　例えば、借入金及び未払金については、その年の12月31日における元本の額を
記載することになります。

その年の12月31日における預入高。


